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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期
第３四半期
連結累計期間

第42期
第３四半期
連結累計期間

第41期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 （百万円） 27,316 30,181 37,311

経常利益 （百万円） 803 965 1,094

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 412 456 547

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 562 608 647

純資産額 （百万円） 6,994 8,280 7,078

総資産額 （百万円） 19,586 21,504 20,407

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 43.02 47.60 57.00

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 42.44 46.48 56.28

自己資本比率 （％） 31.5 32.9 30.6

 

回次
第41期
第３四半期
連結会計期間

第42期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

自　平成30年10月１日
至　平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 5.77 14.80

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第41期第３四半期連結累計期間及び第41期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）当期純利益金額につ

いては、連結子会社である株式会社テンポイノベーションが平成29年10月25日に東京証券取引所マザーズに

上場したため、新規上場日から第41期第３四半期連結会計期間末及び第41期連結会計年度末までの平均株価

を期中平均株価とみなして算定しております。

４.「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　なお、当社の連結子会社である株式会社テンポイノベーションにおいて、販売用不動産から発生する収益を計上し

ておりますが、既存事業に明確に分類できない新たなサービスとして、報告セグメントに含まれない事業セグメント

「その他」を追加しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業業績や雇用環境に改善が見られ、景気は緩やかな回復基

調にあるものの、米国に端を発した貿易摩擦の影響が懸念されるなど、先行きは依然として不透明な状況で推移し

ました。

　このような経済環境の中、移動体通信事業におきましては、通信キャリア間のサービスや料金体系に大きな違い

はなくなっている中、MVNO（Mobile Virtual Network Operator：仮想移動体通信事業者。無線通信インフラを他

携帯電話事業者等から借り受けてサービスを提供している事業者のこと）各社の各種サービスも普及が進んでいる

ことから、物販や電気、ガスなど通信以外のサービスを提供することにより集客力を高め、差別化を図っておりま

す。

　人材派遣事業につきましては、派遣スタッフの確保が難しい状況となっておりますが、自動車産業を中心とした

製造業向けの業務請負等は堅調に推移しております。

　ビルメンテナンス事業につきましては、緩やかな景気回復を背景として顧客企業の収益に改善の傾向がみられ、

効率的かつ高品質なサービスへのニーズが高まってきております。

　店舗賃貸事業につきましては、特に首都圏における外食産業の市場規模が拡大傾向にあり、営業活動の基礎力強

化及び新規採用人員の戦力化、優良飲食企業や有力不動産業者とのリレーションシップ強化により、店舗転貸借契

約数は好調に推移しております。

　文具包装資材卸事業につきましては、同業他社との価格競争や海外仕入先であるアジア諸国の人件費上昇の影響

で、厳しい状況となっております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の連結業績は、売上高30,181百万円（前年同期比10.5％増）となりまし

た。損益面におきましては営業利益976百万円（前年同期比24.1％増）、経常利益965百万円（前年同期比20.2％

増）、親会社株主に帰属する四半期純利益456百万円（前年同期比10.6％増）となりました。

　セグメント別の概況は、次の通りであります。

①　移動体通信事業

　移動体通信事業においては、各ショップの立地や来店客層に合わせた週末キャンペーンの実施などにより、２

台目需要としてのタブレット端末の販売強化、スマートフォンの機種変更促進を、周辺商材と合わせて訴求を

行った結果、増収となりました。

　損益面においては、販売スタッフ増強による人件費、週末キャンペーン等の販売促進費が増加し、減益となっ

ております。

　なお、集客力及び営業力強化のため、２店舗の新規出店（平成30年９月に「ａｕショップららぽーと名古屋み

なとアクルス（愛知県名古屋市）」及び「ＵＱスポットららぽーと名古屋みなとアクルス（愛知県名古屋

市）」）、１店舗の移転統合リニューアル（平成30年７月に「ａｕショップ四日市久保田（三重県四日市市）」

と「ａｕショップ四日市駅前（三重県四日市市）」を統合し、新たに「ａｕショップ四日市久保田（三重県四日

市市）」として移転リニューアル）、１店舗の移転リニューアル（平成30年４月に「ａｕショップ多治見イン

ター（岐阜県多治見市）」）を実施しております。

　この結果、当該セグントの売上高は12,708百万円（前年同期比4.1％増）、営業利益は153百万円（前年同期比

22.8％減）となりました。

　②　人材派遣事業

　人材派遣事業においては、製造業向け業務請負等が堅調に推移した結果、増収となりました。

　損益面においては、販管費は増加したものの、売上高の増加により増益となっております。

　この結果、当該セグメントの売上高は2,076百万円（前年同期比12.6％増）、営業利益は74百万円（前年同期

比40.3％増）となりました。

③　ビルメンテナンス事業

　ビルメンテナンス事業においては、平成30年３月31日にみなし取得した株式会社代々木の杜企画が寄与した結

果、増収となりました。

　損益面においては、人件費上昇による原価、販売費及び一般管理費の増加があったものの、株式会社代々木の

杜企画の寄与があり、増益となっております。

　この結果、当該セグメントの売上高は4,121百万円（前年同期比32.5％増）、営業利益は207百万円（前年同期

比25.5％増）となりました。
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④　店舗賃貸事業

　店舗賃貸事業においては、首都圏における商業不動産賃料は上昇が続いており、需要は好調を維持している

中、飲食店舗の開店・閉店支援サービスの契約件数、店舗転貸借契約数とも好調に推移し、増収となりました。

　損益面においては、営業員の増員等により販売費及び一般管理費が増加したものの、売上高の増加により、増

益となっております。

　この結果、当該セグメントの売上高は5,969百万円（前年同期比22.4％増）、営業利益は542百万円（前年同期

比83.1％増）となりました。

⑤　文具包装資材卸事業

　文具包装資材卸事業においては、主要取引先である100円ショップ、通販会社等への販売に苦戦し、減収とな

りました。

　損益面においては、物流コスト等の販売費及び一般管理費の増加があり、減益となっております。

　この結果、当該セグメントの売上高は5,368百万円（前年同期比0.9％減）、営業利益は14百万円（前年同期比

85.4％減）となりました。

 

（2）財政状態の分析

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて4.1％増加し、11,049百万円となりました。これは、主として商品の増

加（355百万円）等があったことによるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて6.8％増加し、10,454百万円となりました。これは、主として差入保証

金の増加（532百万円）等があったことによるものであります。

　この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて5.4％増加し、21,504百万円となりました。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて8.7％減少し、7,454百万円となりました。これは、主として買掛金の減

少（563百万円）等があったことによるものであります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて11.8％増加し、5,769百万円となりました。これは、主として長期預り

保証金の増加（510百万円）等があったことによるものであります。

　この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて0.8％減少し、13,223百万円となりました。

　純資産は、前連結会計年度末に比べて17.0％増加し、8,280百万円となりました。これは、主として資本剰余金

の増加（488百万円）、利益剰余金の増加（360百万円）等があったことによるものであります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 37,600,000

計 37,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成31年２月８日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,597,400 9,597,400

東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第一部）

単元株式数は

100株であります。

計 9,597,400 9,597,400 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
－ 9,597,400 － 255 － 315

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　　400
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　9,595,900 95,959 －

単元未満株式 普通株式　　　1,100 － －

発行済株式総数 9,597,400 － －

総株主の議決権 － 95,959 －

 

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

株式会社クロップス

名古屋市中村区名駅四丁目

23番９号
400 － 400 0.00

計 － 400 － 400 0.00

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,488 3,563

受取手形及び売掛金 3,744 3,538

商品 2,478 2,833

販売用不動産 － 192

その他 907 922

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 10,616 11,049

固定資産   

有形固定資産   

土地 2,058 2,059

その他（純額） 1,333 1,520

有形固定資産合計 3,391 3,580

無形固定資産   

のれん 424 409

その他 86 98

無形固定資産合計 511 508

投資その他の資産   

差入保証金 4,113 4,646

その他 1,774 1,719

投資その他の資産合計 5,887 6,365

固定資産合計 9,790 10,454

資産合計 20,407 21,504
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,493 1,929

短期借入金 2,350 2,450

1年内返済予定の長期借入金 369 300

賞与引当金 190 237

役員賞与引当金 61 －

その他 2,702 2,536

流動負債合計 8,166 7,454

固定負債   

長期借入金 502 547

役員退職慰労引当金 5 5

退職給付に係る負債 188 201

長期預り保証金 4,039 4,549

その他 425 465

固定負債合計 5,161 5,769

負債合計 13,328 13,223

純資産の部   

株主資本   

資本金 255 255

資本剰余金 988 1,477

利益剰余金 4,722 5,083

自己株式 △0 △0

株主資本合計 5,966 6,815

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 269 264

その他の包括利益累計額合計 269 264

非支配株主持分 842 1,200

純資産合計 7,078 8,280

負債純資産合計 20,407 21,504
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 27,316 30,181

売上原価 21,997 23,941

売上総利益 5,318 6,239

販売費及び一般管理費 4,531 5,263

営業利益 786 976

営業外収益   

受取利息及び配当金 16 18

違約金収入 15 12

その他 17 21

営業外収益合計 49 51

営業外費用   

支払利息 9 10

上場関連費用 15 34

為替差損 － 14

その他 7 3

営業外費用合計 32 62

経常利益 803 965

特別利益   

債務免除益 － 58

特別利益合計 － 58

特別損失   

固定資産除売却損 1 18

投資有価証券評価損 － 50

訴訟和解金 － 20

特別損失合計 1 89

税金等調整前四半期純利益 802 934

法人税等 337 320

四半期純利益 464 614

非支配株主に帰属する四半期純利益 52 157

親会社株主に帰属する四半期純利益 412 456
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益 464 614

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 97 △5

その他の包括利益合計 97 △5

四半期包括利益 562 608

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 510 451

非支配株主に係る四半期包括利益 52 157
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。

　また、平成30年３月期の連結貸借対照表についても当該会計基準等を遡って適用しており、その結果、前連結

会計年度の総資産及び負債合計は35百万円減少しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

の通りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

減価償却費 97百万円 128百万円

のれんの償却額 33 59

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年５月16日

取締役会
普通株式 利益剰余金 95 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月19日

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社の連結子会社である株式会社テンポイノベーションは、平成29年10月25日に東京証券取引所マ

ザーズ市場に上場し、新株発行及び親会社が保有する子会社株式の一部売出しを行い、また平成29年11

月28日を払込期日とするオーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資を行いまし

た。

　この結果、資本剰余金が678百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末における資本剰余金は988百

万円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年５月11日

取締役会
普通株式 利益剰余金 95 10.00 平成30年３月31日 平成30年６月25日

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社の連結子会社である株式会社テンポイノベーションは、平成30年10月25日に東京証券取引所マ

ザーズ市場から東京証券取引所市場第一部に変更し、新株発行及び親会社が保有する子会社株式の一部

売出しを行い、また、平成30年11月26日を払込期日とするオーバーアロットメントによる売出しに関連

した第三者割当増資及び新株予約権の行使を行いました。

　この結果、資本剰余金が488百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末における資本剰余金は1,477

百万円となっております。
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（セグメント情報）

【セグメント情報】

 報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、携帯端末の販売及びその附帯サービス全般を提供する「移動体通信事業」、人材派遣・業務請負

等を提供する「人材派遣事業」、清掃・設備管理・施設警備等を提供する「ビルメンテナンス事業」、店舗の転貸

借、開店・閉店支援サービス等を提供する「店舗賃貸事業」、輸入文具、包装資材の企画・卸売販売等を提供する

「文具包装資材卸事業」の５つを報告セグメントとしており、これらに明確に分類できない新たなサービスに係るも

のを「その他」として表示しております。

　　　「その他」には、当社の連結子会社である株式会社テンポイノベーションにおける、不動産販売事業の収益を計上

　　しております。

 

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

 
移動体
通信事業

人材派遣
事業

ビルメン
テナンス
事業

店舗賃貸
事業

文具包装
資材卸事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 12,212 1,701 3,109 4,877 5,415 27,316

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 142 1 － 0 144

計 12,212 1,843 3,111 4,877 5,415 27,461

セグメント利益又は損失（△） 198 53 165 296 99 812

 

     

 その他 合計
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

売上高     

外部顧客への売上高 － 27,316 － 27,316

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 144 △144 －

計 － 27,461 △144 27,316

セグメント利益又は損失（△） － 812 △25 786

　（注）１　セグメント利益又は損失（△）の調整額には、セグメント間取引消去６百万円、のれん償却額△32百万円が

含まれております。

２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

EDINET提出書類

株式会社クロップス(E05504)

四半期報告書

13/18



Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

 
移動体
通信事業

人材派遣
事業

ビルメン
テナンス
事業

店舗賃貸
事業

文具包装
資材卸事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 12,708 1,938 4,120 5,969 5,368 30,103

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 138 1 － － 140

計 12,708 2,076 4,121 5,969 5,368 30,243

セグメント利益又は損失（△） 153 74 207 542 14 992

 

     

 その他 合計
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

売上高     

外部顧客への売上高 77 30,181 － 30,181

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 140 △140 －

計 77 30,321 △140 30,181

セグメント利益又は損失（△） 9 1,002 △25 976

　（注）１　セグメント利益又は損失（△）の調整額には、セグメント間取引消去６百万円、のれん償却額△32百万円が

含まれております。

２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 43円02銭 47円60銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
412 456

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益金額（百万円）
412 456

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,596 9,596

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額
42円44銭 46円48銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
△5 △10

（うち連結子会社の潜在株式による調整額

（百万円））
(△5) (△10)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

－ －

（注）前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、連結子会社であるテンポイ

ノベーションが平成29年10月25日に東京証券取引所マザーズに上場したため、新規上場日から前第３四半期連結会計期間

末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月８日

株式会社クロップス

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 楠　　元　　　　　宏　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 馬　　渕　　宣　　考　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クロッ

プスの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クロップス及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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